
Beyond 5G（6G）に向けた
情報通信技術戦略の推進
Promotion of ICT Strategy for Beyond 5G（6G）

影井敬義

Beyond 5G（6G）は，2030 年代に導入される次世代の基幹的な情報通信インフラであり，あらゆる産業や社会活動の
基盤となることが期待されている．総務省では，国際競争力の強化や経済安全保障の確保等の観点から，情報通信審議会
において技術戦略の検討・取りまとめを行い，新たな研究開発基金の創設や社会実装・海外展開までを見据えた研究開
発・標準化等の戦略的推進に取り組んでいる．
本稿では，Beyond 5G（6G）に関する新たな技術戦略や制度整備など総務省の政策動向について紹介したい．
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1．は じ め に

Beyond 5G（6G）は，5G の次世代の情報通信インフ
ラとして，2030 年代のあらゆる産業や社会活動の基盤
となることが期待されている．
総務省では，Beyond 5G（6G）に向けた国際競争力の
強化や経済安全保障の確保等が重要との認識の下，情報
通信審議会において 2022 年 6 月に新たな技術戦略（中
間答申）を取りまとめ，これを踏まえて基金の創設など
研究開発の抜本強化のための予算措置と法律改正を含む
制度整備を通じた新たな政策を遂行している．
本稿では，これらの審議会答申や総務省の政策動向の
ポイントについて紹介したい．なお，本稿の文責は筆者
にあり，所属組織等の公式見解を示すものではないこと
に御留意願いたい．

2．Beyond 5G（6G）を取り巻く国内外の動向

2.1 国際的な開発競争の激化
現状，5G 基地局の国際的な市場シェアにおいて，海

外の主要企業が高い割合を占めており，日本企業の国際

競争力は低い状況にある．一方で，基地局やスマート
フォンにも組み込まれている電子部品の市場では，日本
企業が世界シェアの一定割合を占めているなど，潜在的
な競争力は有している状況である（図 1）．
そうした中で，諸外国では，Beyond 5G（6G）におけ

る技術優位性を確保するため，大規模な政府開発投資や
開発計画の具体化について公表しているなど，世界的な
開発競争が激化している状況にあり，今後も世界各国で
開発や市場獲得に向けた主導権争いが進展していくこと
が見込まれる（表 1）．

2.2 情報通信分野の消費電力とグリーン化
我が国の通信トラヒックは，ディジタルトランス

フォーメーション（DX）の進展等により増加傾向が続
いており，コロナ禍における生活様式の変化もあり，近
年はコロナ禍前の推計を上回る増加傾向にある．これに
伴い通信ネットワークの消費電力は増大傾向にあり，こ
のまま技術革新がなければ，情報通信分野の消費電力は
将来的に激増していく見込みであることが大きな懸念と
なっている（図 2）．
そうした中で，我が国では，国際公約として 2050 年

のカーボンニュートラルの実現を目指すことを宣言して
おり，情報通信産業については政府全体の方針の中で
2040 年のカーボンニュートラルを目指すことも示され
ている．
このため，情報通信分野における低消費電力化に向け

た取組みの必要性が高まっており，次世代の情報通信イ
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ンフラに向けた技術開発やネットワーク構築にあたって
は，グリーン化への抜本的な対応が不可避という状況に
なっている．

3．新たな情報通信技術戦略の検討・策定

3.1 情報通信審議会における技術戦略の検討
Beyond 5G（6G）に向けた国際的な開発競争は激化

し，国際競争力の強化や経済安全保障の確保，環境・エ
ネルギー分野など社会課題が顕在化している中，我が国
が進めるべき研究開発や知財・標準化等の戦略を具体化
し，産学官が一体で戦略的に取り組む必要性が高まって
いる．

このため，総務省では，2021 年 9 月 30 日に情報通信
審議会に諮問し，同審議会の情報通信技術分科会技術戦
略委員会において，Beyond 5G に関わる産学官組織，
主要な企業・大学・国研等の関係者の取組みや知見を共
有しながら技術戦略について審議を重ね，2022 年 6 月
30 日に「Beyond 5G に向けた情報通信技術戦略の在り
方」中間答申（以下「技術戦略答申」）を取りまとめた．

3.2 Beyond 5G（6G）が実現する社会像
技術戦略答申では，Beyond 5G（6G）の実現が期待さ

れる 2030 年代の社会像として，国民生活や経済活動が
円滑に維持される「強靭で活力のある社会」の実現を目
指すとしている．具体的には「①誰もが活躍できる社会
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図 1 通信インフラ市場における国際競争力（出典：（左）IHS Markit 資料を基に総務省作成，（右）JEITA調査統計ガイ
ドブック 2020-2021．）

表 1 Beyond 5G（6G）に向けた諸外国の取組み

米国 ●半導体の生産・研究開発に 527 億ドル（約 7兆円），AI・量子コンピュータ・次世代通信規格（6G）などの先端技術開
発に 200 億ドル（約 3兆円）の支援を行う「半導体・科学法 2022」が成立（2022 年 8 月）

欧州 欧州（EU，ドイツ，フィンランド）で 18.5 億ユーロ（約 2,400 億円）の政府研究開発投資（2022 年 3 月現在）

EU
●次期研究開発プログラムHorizon Europe（2021-2027 年）で 6G 研究開発に 9億ユーロ（約 1,200 億円）の投資を決定
（2021 年 3 月）
● SNS JU が上記 9億ユーロを含め官民合計で 20 億ユーロ（約 2,600 億円）の資金を確保（2022 年 3 月）

ドイツ ● 6G技術の研究開発（2021-2025 年）に総額 7億ユーロ（約 910 億円）の投資を決定（2021 年 4 月）

フィンランド ● 6Genesis Flagship Program を開始．2019-2026 年の 8 年間で 2.5 億ユーロ（約 330 億円）の 6G 研究開発予算を計上
（2018 年 5 月）

ロシア
●スコルコボ財団が，スコルコボ科学技術大学（Skoltech）と無線通信研究所（NIIR）において 2023 年から 2025 年にか
けて国家予算 300 億ルーブル（約 644 億円）を投じるロシア製 6G通信機器開発プロジェクトの実施を表明（2022 年 7
月）

中国 ●第 14 次五か年計画の一環として 6G研究開発を強化するとのディジタル経済プランを発表（2022 年 1 月）

韓国 ●科学技術情報通信部（MSIT）が 6G 研究開発実行計画を発表．2025 年までに 2,200 億ウォン（約 210 億円）の投資を
計画（2021 年 6 月）
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図 2 情報通信ネットワークの消費電力 （出典：(a)総務省，2021．我が国のインターネットにおけるトラヒックの集計結果を基に
総務省作成．(b)JST 低炭素社会戦略センター，2021．低炭素社会実現に向けた政策立案のための提案書情報化社会の進展がエネル
ギー消費に与える影響（Vol. 3）．）

図 3 Beyond 5G（6G）が実現する社会像



（Inclusive）」，「②持続的に成長できる社会（Sustain-
able）」，「③安心して活動できる社会（Dependable）」
の三つの柱を掲げ，我が国の社会課題や国家戦略に照ら
したそれぞれの対応について整理している（図 3）．
また，この社会像の実現を目指して，情報通信分野に

限らず幅広い業界における 2030 年代に向けた課題や将
来像を把握し，多くの産業や利用に関わる広範囲な情報
通信の利用シーンを洗い出し，ユースケースとして整理
している（図 4）．
これらのユースケースを実現し，様々な社会課題の解

決や活力ある社会の実現を図るためには，今後あらゆる
産業や社会の基盤になると見込まれる Beyond 5G（6G）
の技術開発が必須である．
具体的には，5G の特徴である「高速・大容量」，「低

遅延」，「多数同時接続」の機能を更に高度化することに
加え，「超低消費電力」，「通信カバレージの拡張性」，
「自律性」，「超安全・信頼性」などの機能が期待されて
いる．

3.3 目指すべきBeyond 5G（6G）ネットワークの姿
技術戦略答申では，Beyond 5G（6G）は，従来の移動

通信（無線通信）の技術やシステムの延長上として捉え
るのではなく，有線・無線，光・電波，陸・海・空・宇
宙などを包含し，データセンター，デバイス，端末など
も含めたネットワーク全体として統合的に捉えることが
重要であるとしている．
具体的には，光電融合技術を広く活用しつつ，オール

光ネットワーク（固定網）と移動網を密に結合させるこ
とで革新的な高速大容量・低遅延・高信頼・低消費電力
の次世代通信インフラを実現する．また，衛星や
HAPS などの非地上系ネットワークともシームレスに
結合させ，通信カバレージを大幅に拡張する．更に，仮
想化技術等も活用して，これらをセキュアに最適制御で
きる統合的なネットワークを実現する．
こうした Beyond 5G（6G）ネットワークの姿を目指

すことにより，我が国が世界市場をリードし，通信ネッ
トワーク全体の省電力化によりカーボンニュートラルに
貢献し，陸海空を含め国土を広くカバーできるディジタ
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図 4 Beyond 5G（6G）のユースケース



ル田園都市国家インフラを実現していく．そのためにも
日本が，先端技術開発等を主導し，グローバルな通信イ
ンフラ市場でゲームチェンジャーとなり，勝ち残るため
の戦略的な取組みが必要である（図 5）．

3.4 Beyond 5G（6G）の研究開発・社会実装の加速
化戦略

技術戦略答申では，国として注力すべき三つの重点技
術分野を特定し，集中投資による研究開発の加速化，予
算の多年度化を可能とする枠組みの創設を一体で取り組
むことを「研究開発戦略」として整理している．
次に，研究開発の推進のみならず，「社会実装戦略」

として，重点技術分野の研究開発成果を 2025 年以降順
次，国内ネットワークに実装し市場投入していくことと
している．また，Beyond 5G（6G）のマイグレーション
シナリオを具現化し，大阪・関西万博なども含め成果を

産学官一体でグローバルに発信していくこととしてい
る．
そして，これらの取組みと一体的に，「知財・標準化
戦略」として，重点研究開発プログラムの開発成果がガ
ラパゴス化することがないように国際標準化に取り組み
つつ，日本の競争力の源泉となるようなコア技術を特定
し，権利を確保するオープン・クローズ戦略に取り組む
こととしている．
更に，「海外展開戦略」として，早期に国内社会実装
を進め，技術の有用性をいち早く世界に発信し，グロー
バルデファクト化を推進するとともに，主要なグローバ
ルベンダとも戦略的に連携していくことにより，世界の
通信キャリヤへの導入も促していくこととしている．
この四つの戦略を一体で進めることで，Beyond 5G

（6G）に向けた研究開発や社会実装を強力に加速化して
いくこととしている（図 6）．
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図 5 目指すべきBeyond 5G（6G）ネットワークの姿



4．Beyond 5G（6G）研究開発等の加速化

4.1 新たな研究開発基金の創設
総務省ではこれまで，Beyond 5G（6G）の実現に必要

となる要素技術を確立するため，2021 年 2 月に施行し
た「国立研究開発法人情報通信研究機構法の一部を改正
する法律」に基づき国立研究開発法人情報通信研究機構
（以下「NICT」）に設置した時限の研究開発基金（2020
年度第 3次補正予算）等により，企業や大学等への研究
開発支援等に取り組んできた．
こうした中，政府が策定した「物価高克服・経済再生

実現のための総合経済対策」（2022 年 10 月 28 日閣議決

定）において，将来の社会や産業の基盤となる Beyond
5G（6G）の研究開発を抜本的に強化し，革新的な情報
通信技術の研究開発推進のための恒久的な基金を造成す
る方針が示された．
総務省では，技術戦略答申及び総合経済対策を踏ま

え，NICT に恒久的な基金を設置し，電波利用料財源も
同基金に充てるため，2022 年度第 2 次補正予算に関係
予算を計上するとともに，「国立研究開発法人情報通信
研究機構法及び電波法の一部を改正する法律案」を
2022 年の臨時国会に提出した．同補正予算及び同法律
は，同年 12 月に成立・公布・施行した（図 7）．
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図 6 Beyond 5G（6G）の研究開発・社会実装の加速化戦略

図 7 Beyond 5G（6G）新基金の創設



4.2 新基金事業に係る評価・モニタリングの在り方
世界の情報通信産業ではグローバルな市場を前提とし

た規模の経済を最大限活用した競争が進展してきた．そ
の中で，海外の主要企業がグローバル市場を見据えて大
規模な開発投資や戦略的な市場獲得に取り組んできた一
方，我が国の企業は国内市場での対応を重視する傾向に
あり，グローバルな動向への対応が必ずしも十分ではな
かったとの指摘がある．
また，我が国の情報通信産業は，国際的に見て総じて
高い技術力を有している一方で，必ずしもそれを大きな
事業やビジネスの成果につなげることができてこなかっ
たとの指摘がある．
こうした教訓を踏まえ，新基金事業では，従来の研究
開発を主目的とする発想や国内市場中心の発想から脱却
して，グローバルな視点に立って世界で活用されること
（いわゆる「グローバル・ファースト」）を念頭に置き，
企業の自己投資も含む思い切った開発投資を行い，社会
実装・海外展開を強く意識した戦略的なプロジェクトを
重点的に支援することが重要である．
このため，総務省では，新基金事業を実効性ある形で
推進すべく，情報通信審議会情報通信技術分科会技術戦
略委員会に，主として経営やビジネスを専門とする外部
有識者により構成される「革新的情報通信技術プロジェ
クト WG」を新たに設置した．同 WG において，研究
開発プロジェクトについての事業面からの評価項目，評
価及び進捗確認・助言等（以下「モニタリング」）に当
たっての視点や留意事項等について検討を行い，2023
年 3 月 10 日に「革新的情報通信技術（Beyond 5G
（6G））基金事業に係る事業面からの適切な評価の在り
方等について」（以下「WGとりまとめ」）を取りまとめ
た（表 2）．

4.3 新基金事業に係る支援の考え方・対象等
時限の基金等を活用した従来事業は，主に Beyond

5G の要素技術の早期確立を目的とした研究開発を実施
してきた．
これに対して新基金事業は，その後の国際的な開発競
争の激化，従来事業の進捗状況，技術戦略答申等を踏ま
え，我が国が強みを有する技術分野を中心として，社会
実装・海外展開を目指した研究開発に対する支援の強化
を主たる趣旨とするものである．
このため，新基金事業では，①研究開発プロジェクト

の実施者による自らの投資も含め社会実装・海外展開に
向けた戦略とコミットメントを持った取組みに対する重
点的な支援（社会実装・海外展開志向型戦略的プログラ
ム），②中長期的な視点で取り組む要素技術の確立や技
術シーズの創出のための研究開発（要素技術・シーズ創
出型プログラム），及び③電波の有効利用に資する技術
の研究開発（電波有効利用研究開発プログラム）につい
て実施することとしている（表 3）．
その中で，重点支援対象（上記①）となるプロジェク

トの実施に当たっては，従来事業における技術面を中心
とした評価に加え，社会実装・海外展開を見据えた市場
や経営・ビジネスの観点など，WGとりまとめを踏まえ
た事業面からの評価・モニタリングを適切に行い，基金
事業全体としてメリハリのついた支援を実施することと
している（図 8）．
総務省では，こうした考え方に基づき，必要な諸手続

も経て，2023 年 3 月 24 日，NICT に新基金（情報通信
研究開発基金）を造成するとともに，新基金事業に係る
支援対象，評価・モニタリング，実施体制等について整
理した基金運用方針を策定・公表した．
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表 2 新基金事業の事業面からの評価項目
事業面からの評価項目（「5W1H」の明確化）

評価項目 主なポイント
①市場機会の認識

「Where」
（どこで（=誰に対して））
「When」（いつ（頃））

●グローバルでのターゲット市場の予測・分析を行い，市場機会を適切に認識できているか．
●想定する市場の規模，成長性は十分に見込まれるか．その時期は妥当か．
●社会，市場，顧客（ニーズ）が存在するか．特にそのニーズを満たすことで資金の流れを通じた事業化や価
値獲得につながることが具体的に想定できるか．具体的な想定顧客は誰か．
●事業の海外展開可能性，収益性は十分にあるか．

②事業内容，競争優位性
「What」（何を）
「Why」（なぜ）

●研究開発段階から，事業化・ビジネス・海外展開を前提とした研究開発の計画・内容となっているか．
●提供する製品・サービスは既存の製品・サービスに比して十分な便益を提供できるか．
●提供する製品・サービスは競争力・優位性を有しているか，または有すると期待されるか．それには持続性
があるか．競争優位性を持つための仲間作りができているか．競合他社の分析ができているか．
●知的財産の活用や標準化等の方策は有効・合理的なものになっているか．

③経営コミットメント・
事業計画・推進体制

「Who」（誰が）
「How」（どうやって）

※今後実施する予定の取
組みや構想段階の内容
を含む．

●経営者自身の関与，経営戦略上の位置付けがあり，十分な経営資源を投入・配置しているか．
●研究開発から事業化までを円滑に進め，運用するための社内体制（各部門の連携）及び協業先を構築できて
いるか．

●事業フィージビリティを確認するための調査検討を実施するとともに，その後の周辺環境の変化に対して，
柔軟に事業計画の見直しを行う体制が整っているか．営業活動への計画・投資があるか．
●事業化時のための商流やサプライチェーンの確保等，市場獲得に向けたビジネスモデルを構築できているか．
●研究開発成果の事業化後の競争性の維持，事業拡大に至るまでの資金計画，投資・投資回収の計画や想定が
妥当か．



5．国際的なビジョンの共有

新基金事業をはじめとする Beyond 5G（6G）の技術
開発に当たっては，特に海外展開を見据えた場合，我が
国が開発する技術が広く国際的に受け入れられるための
環境整備が重要となる．
このため，我が国が目指す Beyond 5G（6G）ネット
ワークのビジョンについて，広く国際社会の理解・賛同
を得られるよう，米国，EU，ドイツ，シンガポールと
いった国々との政府間対話を通じて，発信に努めてきて
いる．
特に，DX に加えて，GX の実現にも資する，極めて

エネルギー効率の高い光電融合技術や，オープンで相互
運用可能なネットワーク構成の推進といった分野で，我
が国が世界で主導的な立場を確保することを目指し対話
を進めてきている．
2023 年 4 月に開催された「G7 群馬高崎デジタル・技

術大臣会合」においては，議長国として「安全で強靱な
ネットワークインフラ構築」等について議論を行い，各

国の理解・賛同を得て，「G7 デジタル・技術閣僚宣言」
が採択された．同宣言では，Beyond 5G/6G 時代におけ
る将来ネットワークビジョンとして，無線通信だけでな
く有線通信等も含めたネットワーク全体のアーキテク
チャを考慮した設計・開発，地上系通信だけでなく海底
ケーブルや非地上系通信（低軌道衛星，HAPS など）
を含む複層的なネットワークの開発・実装等，我が国の
ネットワークビジョンと整合した内容で合意されてい
る．
総務省としては，我が国が注力する Beyond 5G（6G）

研究開発成果の円滑な社会実装・海外展開に向けて，国
際標準化の推進や国際的なコンセンサス作り・ルール作
りなど，グローバル市場で競争していく我が国の企業を
後押しするための環境整備に努めていく考えである．

6．お わ り に

Beyond 5G（6G）は，国の神経系となっていく次世代
の基幹インフラであり，その基盤技術をしっかりと育

電子情報通信学会誌 Vol. 106, No. 12, 20231144

図 8 社会実装・海外展開志向型戦略的プログラムの評価・モニタリング

表 3 新基金事業の支援対象

プログラム名 研究開発対象 助成・委託の別 1件当りの
支援規模（国費分）

①社会実装・海外展開志向型
戦略的プログラム

我が国が強みを有する技術分野を中心として，社会実装・海外
展開に向け，一定期間内に TRL を一定の水準に到達させる※1

ことを目指す研究開発

助成を基本※2

実施期間全体の
事業総額のうち
最大 1/2 を助成※3

～数十億円程度／年
（想定）

②要素技術・シーズ創出型
プログラム

プロジェクトの開始時点で TRL1～3 に該当する技術であって，
社会実装まで一定の期間を要し，中長期的視点で取り組む要素
技術の確立や技術シーズの創出のための研究開発

委託
～1億円程度／年
（最大数億円）
（想定）

③電波有効利用研究開発
プログラム

電波法第 103 条の 2 第 4 項第 3 号に規定する電波の有効利用に
資する技術の研究開発 委託

開発規模に応じ，
①／②と同程度
（想定）

※1 4 年以内にTRLがおおむね 6，5 年以内にTRLがおおむね 7など．
※2 業界横断的な共通基盤領域若しくは協調領域に該当する技術，我が国の経済安全保障上必要となる技術または外国機関と協力して開発す
る技術であって，政府文書において国が実施することが明確に位置付けられているものについては，委託事業にて実施することも可能とす
る．

※3 助成率は採択時の評価に応じて決定．事業年度ごとの助成率の変動を可能とするが，各事業年度の助成率の上限は 2/3．



て，将来の世界市場で日本が存在感を発揮していくため
には，これからの取組みにかかっており，重要な局面を
迎えていくと考える．
このため，総務省は，技術戦略答申に基づく取組みを

着実に実行に移し，これまでの政策手段を抜本的に強化
し，社会実装・海外展開までを見据えた研究開発等の戦
略的な取組みを力強く推進している．
こうした取組みを通じて，審議会，産学官組織，企

業，大学，国研，府省等の関係する皆様から，多大なる
御尽力や御協力を頂いていることに，改めて感謝を申し
上げたい．

（2023 年 6 月 26 日受付 2023 年 8 月 7 日最終受付）

影
かげ

井
い

敬
たか

義
よし
（正員）

平 16 神戸大卒．同年総務省入省．同省情報
通信国際戦略局参事官補佐（通信・放送総合戦
略担当），大臣官房企画課課長補佐，総合通信
基盤局事業政策課課長補佐，同局電気通信技術
システム課課長補佐，国際戦略局技術政策課研
究推進室課長補佐，同局技術政策課統括補佐
（本稿執筆時）等を経て，現在は，総務省国際
戦略局通信規格課標準化戦略室長（現職）．
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